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Ⅰ 手を取り合ってみんなでまちをつくろう 

Ⅱ みんなで学び・高め合い 高浜の未来を育もう 

Ⅲ 行きたい 住みたい 住み続けたい  

魅力がつながるまちをつくろう 

Ⅳ 心もからだも元気 毎日を笑顔で暮らそう 
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補助申請受付

概算交付

担当グループ 企画部総合政策グループ

№ 1

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 地域内分権推進事業（青色回転灯装備車両購入費補助金）【新規】

事 業 名 03地域内分権推進事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 02総務費 項 01総務管理費 目 03市民活動支援費

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ 手を取り合って
　 みんなでまちをつくろう

個別
目標

（１）ずっと住み続けたいまちを
　　　みんなで一緒につくります

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

　現在、市内各まちづくり協議会において、地域の安全・安心のために青色防犯パトロールを実
施している。このパトロールに使用している青色回転灯装備車両（市から貸与）が古くなり、故
障・修繕が頻繁に発生している。青色防犯パトロール従事者の安全面の観点からも、青色回転灯
装備車両を更新するタイミングであり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の活用趣旨も
鑑み、今後も地域の安全・安心を維持していくため、まちづくり協議会の青色防犯パトロール実
施時に使用する青色回転灯装備車両の購入費を補助するものとする。

○一つのまちづくり協議会あたり補助上限を250万円として、青色回転灯装備車両の購入費を補
助する

対　象
（誰・何を対象に）

　市民全体

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　自分のためだけでなく、誰かのため、まちのために自分ができること（青色防犯パトロール）
をし、活動することで、みんながゆるやかにつながりながら、安全・安心なまちを持続的に推進
する。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業のひとつとして、物価高騰の影響を受けた地域
を犯罪から守る活動を行う生活者に対して、安全・安心な地域の構築に係る費用の負担軽減を図
る事業への活用が示されたため、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、
各まちづくり協議会に貸与している青色回転灯装備車両の更新を行うもの。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　人口 1,000 人あたりの犯罪発生件数（4件） 令和10年3月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

12,500 千円 12,500 0

事業費
積算内容

　青色回転灯装備車両購入費補助金　2,500千円／まちづくり協議会 × 5まちづくり協議会
　※財源として国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用する。

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 103ページ

まちづくり協議会での青色回転灯装備車両購入

青色回転灯装備車両購入後、随時実績報告・精算
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(１)対象業務の選定

（２）構築・検証

（３）RAG活用・評価

※生成AIの汎用的利用は引き続き通年行う。

予算書及び説明書該当ページ 115ページ

3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

9月 10月 11月 12月 1月 2月
令和8年度

4月 5月 6月 7月 8月

1,122

事業費
積算内容

生成AI使用料　1,122千円（12ヶ月分）

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,122 千円

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　担当職員の質問（入力）に対して適切な回答（出力）が出るように生成
AIを調整する。

令和9年3月

　令和6年度より職員向けに生成AIを導入し、業務の中で汎用的に利用をしている。汎用的な利
用とは別に、特定の業務に特化した活用についても検証を行い、職員の業務効率化を図る必要が
あるため。

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

【目的】
・生成AIを活用して、職員の業務効率化を図るため。

【内容】
・生成AIのRAG機能について庁内に周知し、活用業務について検討及び選定をする。
・選定した業務のデータを生成AIに読み込ませる。
・読み込ませたデータを基にRAG機能の検証を行ったうえで、業務に導入する。

※RAG：高浜市のデータを読み込ませることにより、高浜市専用の生成AIをつくる仕組み。

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　生成AIを活用して、自治体DXの実現を目指します。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

対　象
（誰・何を対象に）

　選定した業務に関わる職員

事 業 名 10DX推進事業
予算区分

会計 一般会計 款 02総務費 項 01総務管理費 目 12企画費

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ 手を取り合って
　 みんなでまちをつくろう

個別
目標

（３）時間と場所を選ばない
　　　行政サービスを提供します

担当グループ 企画部DX推進グループ

№ 2

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 DX推進事業（生成AI使用料）【継続】
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担当グループ 都市政策部防災防犯グループ

№ 3

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 防災活動事業（全国瞬時警報システム更新費）【新規】

事 業 名 01防災活動事業

アクションプラン 　■該当する　     　□該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 02総務費 項 01総務管理費 目 18防災対策費

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（13）防災・防犯の意識が高い
　　　まちづくりを目指します

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

　Jアラート受信機を更新することにより、引き続き、同報無線（屋外スピーカー）、防災メー
ル等で緊急地震速報等を確実に届けることが、円滑な避難行動等に繋がり、市民の生命・財産を
守ることができる。
　なお、本案件は消防庁主導のもと、全自治体での更新が想定されているものである。

対　象
（誰・何を対象に）

　全市民

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　Jアラート（全国瞬時警報システム）とは、弾道ミサイル情報、緊急地震速報、大津波警報な
ど、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を、携帯電話等に配信される緊急速報メールや市
町村防災行政無線などを通じて、国から住民まで瞬時に伝達するシステムである。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　現在、運用しているJアラート受信機は導入から5年以上経過し、構成部品の老朽化等に伴う
故障件数が全国的に増加しているため、緊急情報の住民伝達に支障を来す恐れがある。また、現
行受信機の故障によりサポートが困難となるため、消防庁主導のもと、全国の自治体で次期受信
機に移行する必要がある。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　令和8年度中に、市役所本庁舎に設置されているJアラート受信機を新型
に更新する。

令和9年3月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,377 千円 3,377

事業費
積算内容

〇機器費　：　2,640千円
〇労務費　：　　495千円
〇諸経費　：　　242千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 121ページ

契約

着工

完了検査
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資　料　等（位置図等）
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担当グループ 都市政策部防災防犯グループ

№ 4

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 防災活動事業（防災倉庫購入費）【継続】

事 業 名 01防災活動事業

アクションプラン 　■該当する　     　□該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 02総務費 項 01総務管理費 目 18防災対策費

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（13）防災・防犯の意識が高い
　　　まちづくりを目指します

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

◆避難所で使用する備品を現地に保管することにより、避難所開設における初動期、展開期、安
定期をスムーズに進めることができる。また、避難所の環境の向上に繋がり、避難所での災害関
連死を未然に防ぐことに繋がるため。

◆令和7年度：2基（高浜中学校1基、南中学校1基）
　令和8年度：4基（高浜高校2基、高浜小学校1基、翼小学校1基）
　令和9年度：2基（吉浜小学校1基、高取小学校1基）
　を設置する。

対　象
（誰・何を対象に）

　全市民

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　地震などの大規模災害時、迅速に避難所を開設及び運営ができる環境を整備することにより、
市民の避難生活における安心・安全を守る。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　感染症等の対策で避難所で使用する備品（ワンタッチテントなど）が増加しており、現防災倉
庫に不足が生じている。そのため、新たに避難所敷地内に倉庫を設置する必要がある。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　令和7～9年度で防災倉庫を8基整備し、既設の防災倉庫と合わせて、市
内小中学校及び高浜高校で総数22基の防災倉庫設置を目指す。

令和10年3月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

14,531 千円 4,092 10,400 39

事業費
積算内容

●防災倉庫4基設置（高浜高校2基、高浜小学校1基、翼小学校1基）
　・防災倉庫　　　　　　　：9,240千円
　・運搬設置工事費　　　　：2,112千円
　・基礎ブロック　　　　　：　924千円
　・確認申請手数料　　　　：2,200千円
　・市外化調整区域内諸費用：  　55千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 121ページ

交付決定

契約

着工
完了検査
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これまでの主な取組と成果

事業年度 令和7年度　～　令和7年度 総事業費 6,732千円

これまでの
主な取組

　避難所となる施設への新たな防災倉庫の設置（高浜中学校1基、南中学校1基）

目標の達成状況及び
取組から明らかに

なった課題事項など
　令和8年1月26日　設置完了。

令和7年度
（予算）

取組内容 防災倉庫の設置（高浜中学校1基、南中学校1基）

事業費（経費）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

6,732 千円 1,877 4,800 55

主
な
経
費

●事業費
　・防災倉庫　　　：2,255千円×2基＝4,510千円
　・運搬設置工事費：　561千円×2基＝1,122千円
　・確認申請手数料：　550千円×2基＝1,100千円
　※県支出金は確認申請手数料を除いた額の1/3

資　料　等（位置図等）
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プロポーザル実施 現地調査 契約 LED照明器具発注・納品

【参考】令和9年度 締結

LED照明器具交換工事 LED照明器具リース開始

予算書及び説明書該当ページ -ページ

3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

9月 10月 11月 12月 1月 2月
令和8年度

4月 5月 6月 7月 8月

0

事業費
積算内容

○公共施設LED照明器具借上料
　・債務負担行為期間　令和８年度～令和19年度
　・限度額　258,080千円
　※令和9年度から施設所管グループにおいて予算計上する。

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 千円

対　象
（誰・何を対象に）

　公共施設32施設

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　公共施設32施設の蛍光ランプをLED照明器具に交換する。 令和9年9月

　一般照明用蛍光ランプが令和9年末までに製造・輸出入禁止となる。

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

　公共施設利用者等が安全に公共施設を利用できるよう、蛍光ランプからLED照明器具への計画
的な交換を行う。

【令和8年度】
　《実施内容》契約を締結する。
【令和9年度上半期】
　《実施内容》蛍光ランプからLED照明器具に交換する。
【令和9年度下半期～令和19年度上半期】
　《実施内容》LED照明器具をリースする。

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　公共施設利用者等が公共施設を安全に利用する。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

事 業 名 ※令和9年度以降各施設所管グループの予算事業に計上する。
予算区分

会計 一般会計 款 項 目

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ 手を取り合って
　 みんなでまちをつくろう

個別
目標

（１）ずっと住み続けたいまちを
　　　みんなで一緒につくります

担当グループ 総務部財務グループ

№ 5

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 公共施設LED照明器具借上料《債務負担行為》【新規】
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◆委託契約

モデル地区・対象者選定 避難誘導訓練実施

モデル地区・対象者面談 振り返り

訓練計画・個別避難計画策定、事前説明

担当グループ 福祉部地域福祉グループ

№ 6

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
避難行動要支援者支援事業（避難行動要支援者サポート体制整備業務委
託）【新規】

事 業 名 05避難行動要支援者支援事業

アクションプラン 　■該当する　     　□該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項 01社会福祉費 目 02地域福祉推進費

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（13）防災・防犯の意識が高い
　　　まちづくりを目指します

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

【目的】
　災害時において自力避難が困難な「避難行動要支援者」に対し、個々の状況に応じた迅速かつ
適切な避難支援が行われる体制を構築する。

【主な事業内容】
①実効性のある「個別避難計画」の策定
②多職種・多機関の連携による支援体制の構築
③地域への普及啓発と実践的な訓練の実施

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　「誰一人取り残さない」という理念のもと、高齢者や障がい者などの避難行動要支援者が、平
時から地域社会と緩やかにつながり、災害時に誰もが迅速かつ安全に避難できる地域防災力の高
いまちを実現する。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　避難行動要支援者の個別避難計画について、策定の推進に加え、災害時における避難の実効性
を確保することが喫緊の課題である。災害時に「動ける計画」へと精査・充実させるとともに、
行政、専門職、そして地域住民による連携体制を構築し、災害時に機能する体制を強化する必要
がある。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　モデル地区において避難行動要支援者の避難訓練を実施する。 令和8年12月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,075 千円 1,075

事業費
積算内容

・避難行動要支援者サポート体制整備業務委託料　1,075千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 141ページ
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入札

契約締結

解体工事

担当グループ 福祉部健康推進グループ

№ 7

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 老人憩の家等管理運営事業（高浜中部老人憩の家解体工事）【新規】

事 業 名 01老人憩の家等管理運営事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項 01社会福祉費 目 06高齢者社会参加推進費

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（12）一人ひとりと地域全体の
　　　健康づくりを応援します

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

【目的】
・老人憩の家としての役割を終えた建物を解体し、跡地活用を図るため。

【事業内容】
・高浜中部老人憩の家を解体し、更地にする。
　構造：木造瓦葺平屋建て　延べ床面積：77.84㎡

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　耐震性の確認できない老朽建築物を解体し、市有財産の利活用により、持続可能なまちを実現す
る。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　高浜中部老人憩の家を利用していた「いきいきクラブ」が解散し、当該施設の使用がなくなった
ため、令和7年9月の定例会において、当該施設を廃止した。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　老人憩の家を解体し、跡地の活用を図る 令和9年1月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

13,059 千円 11,700 1,359

事業費
積算内容

　高浜中部老人憩の家解体工事費　13,059千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 145ページ
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・料金システム改修

・水道基本料金の免除

（6月から9月までの検針分が対象）

担当グループ 都市政策部上下水道グループ

№ 8

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 水道事業会計繰出金（水道基本料金免除）【新規】

事 業 名 01水道事業会計繰出金

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 04衛生費 項 01保健衛生費 目 05上水道費

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（８）暮らしを支える
　　　持続可能な都市を形成します

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

【事業を実施する目的】
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、水道基本料金を免除し、経済的な負担の
軽減を図るため。

【目的を達成するために取組む事業の内容】
・令和８年4月より4ヵ月分（6月から9月までに検針分）の水道基本料金を免除する。

対　象
（誰・何を対象に）

　水道使用者

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　物価高騰に伴う支援として、水道基本料金を免除することで、経済的な負担が軽減されてい
る。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　近年の物価高騰により、経済的な負担が増加している。この状況を受け、国の「物価高騰対応
重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、水道基本料金を免除することで、経済的な負担軽減を
図ることとした。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、水道基本料金4ヵ月
分を免除する。

令和8年9月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

82,000 千円 82,000

事業費
積算内容

　水道基本料金6月～9月検針分（81,000千円）
　委託費（528千円）
　印刷製本費（360千円）
　通信運搬費（112千円）
　※財源として国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用する。

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 181ページ
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契約事務

測量

契約事務

不動産鑑定

担当グループ 市民部経済環境グループ

№ 9

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
廃棄物処理事業（資源物分別収集「特別拠点」土地分筆測量業務委託等）
【新規】

事 業 名 05廃棄物処理事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 04衛生費 項 02清掃費 目 01ごみ処理・リサイクル推進費

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 行きたい 住みたい 住み続けたい
　 魅力がつながるまちをつくろう

個別
目標

（10）人と地球にやさしい
　　　きれいなまちをつくります

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

・資源物分別収集「特別拠点」及び不燃物搬入場を整備し、リサイクル推進体制のさらなる推進
を図る。

・土地の有効活用を図るため、土地分筆測量及び不動産鑑定を実施する。

〈今後のスケジュール〉
令和9年度  ・・・土地購入、県協議、工事実施設計
令和10年度・・・整備工事

対　象
（誰・何を対象に）

　不燃物搬入場及び分別収集特別拠点(稗田町二丁目地内)

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　資源物分別収集「特別拠点」及び不燃物搬入場の利便性を向上し、リサイクル推進体制の構築
を図る。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　平成3年10月から賃貸借契約を締結し、不燃物搬入場、埋立処分場及び資源物分別収集
「特別拠点」として使用している本土地について、土地所有者との協議により今後の土地の取扱
いについて検討する必要が生じた。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

・土地の測量を実施し、敷地を確定する。
・土地購入に向け、不動産鑑定を実施する。

令和9年2月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

755 千円 755

事業費
積算内容

・土地分筆登記申請業務委託料　　261千円
・不動産鑑定手数料　　　　　　　494千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 181・183ページ
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■シルバー人材センターによる資源分別拠点運営開始

■資源分別収集特別拠点の開設日拡大

■資源分別収集特別拠点のコンテナ設置及び収集運搬開始

担当グループ 市民部経済環境グループ

№ 10

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等 廃棄物処理事業（新たなリサイクル推進体制の構築）【新規】

事 業 名 05廃棄物処理事業

アクションプラン 　■該当する　     　□該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 04衛生費 項 02清掃費 目 01ごみ処理・リサイクル推進費

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 行きたい 住みたい 住み続けたい
　 魅力がつながるまちをつくろう

個別
目標

（10）人と地球にやさしい
　　　きれいなまちをつくります

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

　今後も安定した資源物の回収を実施していくため、地域（部分）から市（全体）へと発想の転
換を図り、市全体におけるリサイクル推進体制の最適化を目指す。

（1）安全で持続可能な「地域分別拠点」体制の確立
・拠点の運営管理をシルバー人材センターへ委託
（2）資源物分別特別拠点の利便性向上
・特別拠点開設日の拡大（月2→月4）
・市民にわかりやすい特別拠点の運営（コンテナの設置）

対　象
（誰・何を対象に）

　資源物分別特別拠点、特別拠点

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

（1）安全で持続可能な「地域分別拠点」体制の確立
（2）資源物分別「特別拠点」の利便性向上
（3）「民間事業者との連携」によるリサイクル環境の向上
（4）リサイクル推進を支える「高齢者の雇用と生きがいの創出」
（5）「支えあい・助け合い」の仕組みづくりの推進

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　町内会の加入率が50％を割っており、平成7年度から実施してきた町内会による資源物回収拠
点の立ち番の運営が困難になってきた。地域の住民は誰でも利用できるにもかかわらず、町内会
員のみが立ち番を行っており、非会員との不平等さが顕著になってきた。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　新たなリサイクル推進体制の構築 令和8年4月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

10,000 千円 10,000

事業費
積算内容

・分別収集特別拠点管理業務委託料　1,452千円（うち拡充分：726千円）
・一般廃棄物収集運搬及び資源ごみ分別収集運搬業務委託料　244,670千円（うち拡充分：2,177
千円）
・資源物分別拠点運営業務委託料　7,097千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 181・183ページ
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入札・契約

委託業務

担当グループ 都市政策部土木グループ

№ 11

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
排水路樋門維持管理事業（服部新田排水機場実施設計書作成業務委託）
【新規】

事 業 名 02排水路樋門維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 06農林水産業費 項 01農業費 目 04農地保全費

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 行きたい 住みたい 住み続けたい
　 魅力がつながるまちをつくろう

個別
目標

（９）地域経済を活性化し、
　　　元気なまちをつくります

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

　服部新田排水機場は、芳川町及び春日町地内の農業用排水等を隣接する遊水池に貯留し、大雨
等によって遊水池の水位が上昇した際に、強制的に水を海へ排出するためのポンプ施設であり、
地域の排水機能において重要な役割を担っている。
　服部新田排水機場の老朽化対策として、令和9年度に更新工事を実施するため、令和8年度に
実施設計を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　芳川町及び春日町地内の排水

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　農地や周辺地域の冠水・浸水被害を防ぎ、安定した農業生産と生活環境が確保されている。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　芳川町の臨海部に設置されている服部新田排水機場の電気系統を動力とするポンプ施設が老朽
化している。更新工事のために実施設計を委託し、排水対策を講じる。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　更新工事費用を算出する実施設計書等の作成を行う。 令和9年3月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

18,381 千円 13,700 4,681

事業費
積算内容

　服部新田排水機場実施設計書作成業務委託料　18,381千円

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ 189ページ
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担当グループ 教育委員会学校経営グループ、こども未来部こども育成グループ

№ 12

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
小学校給食運営事業・中学校給食運営事業・幼稚園維持管理事業（給食費
負担軽減）【新規】

事 業 名 02小学校給食運営事業、03中学校給食運営事業、03幼稚園維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 10教育費 項

02小学校費
03中学校費
04幼稚園費

目
01学校管理費
01学校管理費
01幼児教育費

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ みんなで学び・高め合い
　 高浜の未来を育もう

個別
目標

（６）自分・仲間・社会の幸せのために
　　　学び続ける子どもを育みます

事業を実施する目
的

（何のために）

及び

目的を達成するた
めに取組む事業の

内容
（手段・手法など）

【事業を実施する目的】
　小中学校の児童生徒及び幼稚園の園児がいる家庭に対する経済的支援策の一つとして、給食費
負担軽減交付金及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、給食費の保護者負担を
軽減する。

【目的を達成するために取組む事業の内容】
各交付金を活用し、令和8年度の給食費保護者負担額を以下のとおりとする。
・小学校：保護者負担　  0円（食材費320円）
・中学校：保護者負担 250円（食材費370円）
・幼稚園：保護者負担 300円（食材費320円）（※　吉浜幼稚園に限る）
　※高浜南部幼稚園については、300円を下回っていることから対象外

対　象
（誰・何を対象に）

　小中学校の児童生徒の保護者及び幼稚園の園児の保護者

事
　
業
　
概
　
要

本事業により
実現したい
まちの姿

　物価高騰による食料品の値上げが続き、給食費の値上げが必要な状況の中、小中学校の児童生
徒及び幼稚園の園児がいる家庭に対し、給食費の保護者負担が軽減されている。

事業を計画するに
至った経緯
（課題など）

　国において、学校給食費の抜本的な負担軽減への対応を含む「三党合意に基づくいわゆる教育
無償化」の方針が令和7年12月に示されたため、小学校における給食費の保護者負担軽減を行う
とともに、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、物価高騰対策として中
学校及び幼稚園における給食費の保護者負担の軽減を行うもの。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　給食費負担軽減交付金及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を
活用し、給食費の保護者負担を軽減する。

令和9年3月

令和8年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

319,984 千円 197,446 110,337 12,201

事業費
積算内容

　需用費（賄材料費） 315,517千円　（小中：303,839千円、幼：11,678千円（内、吉浜幼稚園
分6,049千円））
　負担金（幼稚園給食費負担金）  4,467千円
　※財源として国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用する。
　　（45,083千円／小中学校及び幼稚園分）
　※財源として国の「給食費負担軽減交付金」を活用する。（152,363千円／小学校分）

令和8年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

予算書及び説明書該当ページ
219・223
227・229ページ

給食物資の購入、給食費の徴収・管理
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これまでの主な取組と成果

事業年度 令和7年度　～　令和7年度 総事業費 290,270千円

これまでの
主な取組

・安定的に学校給食を運営するため、給食会計の公会計化を令和7年度に実施した。
・令和7年度において物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、
　小中学校の給食費の保護者負担を軽減した。
【小学校：保護者負担215円（食材費300円）、中学校：保護者負担 255円（食材費350円）

目標の達成状況及び
取組から明らかに

なった課題事項など

・給食会計を公会計化し、令和7年度分の給食物資の調達、給食費の徴収・管理を円滑に実施した。
・物価高騰による食料品の値上げが続き、給食費の値上げが必要な状況の中、子育て世帯に対する経
済的支援策を講ずる。

令和7年度
（予算）

取組内容

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、小中学校の給食費の保護者負
担を軽減を実施した。
【小学校：保護者負担215円（食材費300円）、中学校：保護者負担 255円（食材
費350円】

事業費（経費）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

290,270 千円 70,000 218,825 1,445

主
な
経
費

　需用費（賄材料費）　290,270千円
　※財源として国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用する。
　（70,000千円／小・中学校分）
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